
【先－20】 上下水道一体での民間活用のあり方検討調査 （対象箇所：奈良市全域） 【実施主体】奈良市①

※主として平成23年度のデ タ

目的 施設の概要

奈良市の上下水道事業について、新しい資金調達手法や電力など他
サービスを含めた事業スキームの検討など、これまでの手法にとらわれ
ない事業統合によって経営効率化を図る必要がある。
このような状況の中、本調査では、経営統合後の上下水道事業におい

事業規模
給水人口：36万人、料金収入：80億円、

総支出：79億円

水源 自己水源9割、県水受水1割

※主として平成23年度のデータ
上水道

うな状況 中、本調 、経営統合後 下水道事業 お
て、官民連携インフラファンドも含めた官民連携事業スキームについて検
討し、その課題や今後の展望について整理することを目的とする。

水源 自 水源 割、県水受水 割

主要施設
2浄水場（緑ヶ丘、木津）、26ポンプ所、

管路延長1,880km

職員数 189名

【緑ヶ丘浄水場】 【木津浄水場】目次

(1) 上下水道各事業の現状分析と将来見通しに係る検討

(2) 官民連携インフラファンドの活用検討

(3) 先導的経営体制事例の調査

【緑ヶ丘浄水場】 【木津浄水場】目次

(3) 先導的経営体制事例の調査

(4) あるべき経営体制の整理

事業規模
水洗化人口：31万人（水洗化率93％）、

下水道
これまでの経緯

【水道事業】

・奈良市水道局マスタープラン（平成24年3月）において、「今後の厳しい財
政状況の中でも市民の生活基盤としての役割を果たせるよう 民間的経

事業規模
使用料収入：35億円、歳出計：95億円

主要施設
４処理場（平城、佐保台、青山、月ヶ瀬）、

管路延長：1,221km

職員数 50名政状況の中でも市民の生活基盤としての役割を果たせるよう、民間的経
営手法の導入を検討するなど、一層の経営努力が必要」とされている。

【下水道事業】

・「奈良市下水道事業経営改善検討委員会」提言（平成24年8月）において、
管渠・ポンプ場・処理場の維持管理費のコスト縮減の推進及び企業会計

職員数 50名

【平城処理場】 【流域下水道浄化センター】

管渠 ポンプ場 処理場の維持管理費のコスト縮減の推進及び企業会計
導入の必要性等が今後取り組むべき施策として挙げられている。

・下水道事業は経費回収率が75％と低く、経営健全化が急務となっている。



【先－20】 上下水道一体での民間活用のあり方検討調査 （対象箇所：奈良市全域） 【実施主体】奈良市②
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【事業化のポイントと課題】
・事業範囲の拡大（大規模化）と事業期間の長期化
が本市における民間参入のポイント

・需要リスクや料金改定リスクの負担関係の整理
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・施設規模の適正化
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・料金水準の適正化

平成27年度～【今後のスケジュール】
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※企業会計への移行


